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第１章 総  則 
 

 

第１条 ［目的］ 

本規程は、医療法人社団茨腎会（以下「法人」という）の正規職員（以下「職員」

という）の賃金に関する基準および手続きを定めることを目的とします。 

 

第２条 ［賃金の原則］ 

賃金は、職員の職務の質ならびに職員の年齢、経験、勤務成績および勤務条件に

より決定します。 

 

第３条 ［適用範囲］ 

本規程は、就業規則に定める正規職員に適用します。ただし、労働基準法第４１

条に規定する監督もしくは管理の地位にある者、あるいは機密の事務を取り扱

う者に対しては、時間外勤務手当および休日勤務手当は適用しません。 

 

第４条 ［賃金の種類］ 

職員の賃金は、月例の賃金、賞与に分かれます。 
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第５条 ［賃金の体系］ 

職員の賃金は、基本給と手当とし、その細目は次の通りとします。なお、各手当

に別途減額の規定がある場合には、その規定を優先し、賃金減額の算定基礎賃

金には算入しません。 
        算定基礎 

        割増賃金 賃金減額 

   基本給    (所定内賃金) ◎ ◎ 
    

      時間外勤務手当 （所定外賃金） × × 
    

      休日勤務手当 (所定外賃金) × × 
    

      深夜勤務手当 (所定外賃金) × × 
    

賃 金      夜間透析手当 (所定外賃金) × × 
    

      Ｃ勤手当 (所定外賃金) × × 
    

      Ｃ勤特別手当 (所定外賃金) × × 
    

      検査手当 （所定内賃金） ◎ ◎ 
    

   手 当   日曜手当 （所定外賃金） × × 
    

      プライミング （所定内賃金） ◎ ◎ 
    

      平日自当 （所定外賃金） × × 
    

      土日自当 （所定外賃金） × × 
    

      皆勤手当 （所定内賃金） ◎ 別 
    

      精勤手当 （所定内賃金） ◎ 別 
    

      管理職手当（割増賃金） （所定外賃金） × ◎ 
    

      役職手当 （所定内賃金） ◎ ◎ 
    

      資格手当 （所定内賃金） ◎ ◎ 
    

      家族（子供）手当 （所定内賃金） × ◎ 
    

      住宅手当 （所定内賃金） ◎ ◎ 
    

 
 

     特別危険手当 （所定内賃金） ◎ ◎ 
    

      通信手当 （所定内賃金） ◎ ◎ 
    

      待機呼出手当 （所定外賃金） × 別 

      初任給特別調整手当 （所定内賃金） ◎ ◎ 
    

      調整手当 （所定内賃金） ◎ ◎ 
    

      特別手当 （所定内賃金） × × 
      通勤補助手当 （所定内賃金） × 別 

 

第６条 ［賃金の支払および控除］ 

賃金は、これを全額通貨で直接職員に支給します。ただし、次の各号に掲げるも

のは賃金から控除します。 

(1)社会保険料等、法令で定められた保険料 

(2)法人の支給する賃金にかかる所得税および地方税 

(3)賃金から控除することについて、職員の過半数を代表する者との間で書

面によって協定されたもの 

2､ 前項本文の規定にかかわらず、本人の同意を得た場合は本人が指定する銀行

その他の金融機関の本人名義の口座へ振り込むことができます。ただし、退職

月に法人が必要とする場合には直接通貨で支給する場合があります。 
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第７条 ［賃金の計算期間および支給日］ 

賃金は、当月１日から当月末日までを一賃金計算期間とし、基本給、諸手当は当

月２５日に支給します。ただし、割増賃金、通勤補助手当等は翌月の賃金支給日

に支払います。 

2､ 支給の日が休日にあたる場合は、その前に繰り上げて支給します。 

 

第８条 ［日割、時間割計算法］ 

職員が、賃金計算期間の途中において、採用、退職または解雇された場合、もし

くは昇給、昇格等により賃金の額に変更があった場合、特に定めるもののほか、

日割りまたは時間割計算により支給します。 

(1)月額を日割計算する場合は、１ヵ月の平均勤務日数で月額を除した額を

日額とします。 

(2)月額を時間割計算する場合は、１ヵ月の平均所定労働時間で月額を除し

た額を時間額とします。 

(3)日額を時間割計算する場合は、１日の所定労働時間数で日額を除した額

を時間額とします。 

 

第９条 ［時間外勤務手当等の計算方法］ 

時間外手当等の割増賃金は、以下の計算方法により計算します。 

賃金中の算定基礎額（第５条の賃金の体系の◎印） 
×割増率 

月平均所定労働時間 

2､ 月平均所定労働時間は、以下の計算方法により計算する。 

（３６５日－年間休日数）×１日の所定労働時間 

１２ヵ月 

3､ 算定基礎額中に日額による賃金が含まれる場合には以下によります。 

日額による算定基礎額 
×割増率 

１日の所定労働時間 

4､ 時間外勤務手当の割増率については本規程の[時間外勤務手当]において定め

る割増率を適用します。 

 

第１０条［職位別の賃金形態］ 

職員は職位に基づき、賃金形態が次のように異なります。 

部長以上の管理職＝月給制 

課長以下の職員＝日給月給制 

 

第１１条［月給者に対する賃金の減額］ 

月給者が欠勤をした場合は、その欠勤が一賃金計算期間において１０日以上に

なった時は、その賃金を日割で減額します。ただし、欠勤が傷病による場合で、

労災保険または健康保険の給付のない待期期間（３日間）については減額しま

せん。減額する対象の賃金は、第５条で定めるところです。 
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（例）１１日欠勤した場合 

賃金÷月平均所定労働日数×（欠勤１１日－３日）＝欠勤控除額 

2､ 月給者が中途入社・退職した月は、基本給および諸手当を日割計算とします。 

3､ 法人がやむを得ない事情により、全日またはその一部の休業を命じた場合は、

日給月給者に準じて賃金を減額することがあります。 

 

第１２条［日給月給者に対する賃金の減額］ 

日給月給者が欠勤（遅刻、早退、私用外出を含む）した場合は、その欠勤につき、

第５条の減額の算定基礎の賃金から日割または時間割計算により算出した額を

減額して賃金を支給します。 

2､ 控除をするときは、次の通り減額方式で計算します。 

賃金－（１日あたりの算定基礎賃金×欠勤日数）＝当月の賃金支払額 

3､ １日あたりの算定基礎賃金は、以下の計算方法で算出します。 

第５条の減額の算定基礎賃金÷月間平均所定内勤務日数 

＝１日あたりの算定基礎賃金 

4､ 早退等の場合は１日あたりの算定基礎賃金を時間割した額を減額します。 

5､ 無断欠勤、遅刻等で特に問題のある場合は、前各項の賃金減額のほか制裁金

を取る場合があります。その額は、１回あたり賃金日額の半額以下で、総額が一

賃金計算期間における賃金総額の１０分の１の範囲内とします。 

6､ 法人がやむを得ない事情により全日またはその一部の休業を命じた場合は、

欠勤控除等に準じて控除のうえ、平均賃金の６０％以上の休業手当を支給しま

す。なお、一部休業の場合の休業手当は、実働時間に対する通常の賃金を控除し

た額とします。 

 

第１３条［減額の適用除外］ 

前条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合には、特に定めるもののほか、

賃金の減額は行いません。 

(1)就業規則に定める年次有給休暇および特別休暇の場合 

ただし、通勤手当については賃金減額の対象とする場合があります。 

(2)欠勤することにつき、法人がやむを得ない事情によるものと認めた場合 

 

第１４条［休職者の賃金］ 

職員が休職を命ぜられた場合は、賃金を支給しません。ただし、休職の事情を勘

案して、賃金の全額またはその一部を支給することがあります。 

2､ 休職期間中に発生した社会保険料の本人負担分は、翌月末日までに返金して

ください。 

 

第１５条［退職、解雇に伴う賃金の支払い］ 

法人は、職員が退職しまたは解雇された場合は、当該職員または、遺族等の請求

があった日から７日以内に本人の権利に属する賃金を支払います。 
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第１６条［死亡退職に伴う賃金支払の特例］ 

職員が死亡により退職した場合は、賃金計算期間のうち勤務した日数に対して

賃金を支払います。 

 

 

第２章 賃  金 
 

第１節 基 本 給 
 

第１７条［基本給］ 

基本給は、本人の能力、経験、技能及び職務内容等に応じて支給するもので、正

規の勤務時間における基本となる賃金です。 

 

第１８条［賃金の見直し］ 

賃金の見直しは毎年７月に実施します。その金額は法人の業績および職員の勤

務成績を考慮して決定します。 

2､ 法人の業績、および職員の勤務成績が良好でないときは当該職員に充分説明

し、かつ、了解を得て賃金を減額したり、賃金の見直しの時期を変更したり、あ

るいは見直しを行わないことがあります。 

 

第１９条［特別昇給および特別調整］ 

前条の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合は特別昇給または特別

調整を行うことがあります。 

(1)勤務成績が特に優秀であると認めた者 

(2)中途採用者等で調整する必要のある者 

(3)その他、特に法人が必要と認めた者 

 

第２０条［中途採用者の初任給決定］ 

中途採用者の初任給は、その与えられる職務および能力に応じて定めます。 

 

 

第２節 手  当 
 

第２１条［時間外勤務手当］ 

時間外勤務手当は、職員が所定労働時間を超えて勤務することを命ぜられ、そ

の勤務に服した場合に支給します。 

2､ 時間外勤務手当の額は、その勤務１時間につき、１時間当たりの算定基礎額

に次の率を乗じて得た額とします。 

(1)１ヵ月４５時間以内、かつ１年３６０時間以内   １００分の１２５ 
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(2)１ヵ月４５時間超、または１年３６０時間超    １００分の１２５ 

(3)１ヵ月６０時間超                １００分の１５０ 

(4)公休日に出勤した場合              １００分の１５０ 

3､ 前項における起算日は、１ヵ月は各賃金計算期間の初日とします。 

 

第２２条［休日勤務手当］ 

休日勤務手当は、職員が日曜、祝祭日、年末年始（１２/３０～１/３）に勤務し

た場合、次の通り支給します。 

(1)日曜、国民の祝日（元旦を除く）、国民の休日  １勤務３,０００円 

(2)年末年始                   １勤務５,０００円 

2､ 法人は、新年度（６月１日～）の最初の日曜日が含まれる週を起算日とする

各４週間において各４日を法定休日とします。なお、休日が５日以上ある４週

間において、休日出勤の結果、休日が３日以下となった場合には、期間の最後の

休日出勤日から順次４日に不足する日数を法定休日とします。 

3､ 法定休日以外の休日に勤務した場合は法定休日出勤ではないので、法定労働

時間を超える場合には時間外手当として前条に定める割増率を適用します。 

 

第２３条［深夜勤務手当］ 

深夜勤務手当は以下の計算式により支給します。 

＜２２時から５時までの深夜労働時間が所定労働時間内だった場合＞ 

時間あたり賃金×深夜労働の時間数×０.２５ 

＜２２時から５時までの深夜労働時間が所定労働時間外だった場合＞ 

時間あたり賃金×深夜労働の時間数×１.５０ 

 

第２４条［夜間透析手当］ 

夜間透析手当は、看護師、臨床工学技士、看護補助職員が夜間透析勤務をした場

合に、次の通り支給します。 

(1)通常夜間透析手当 

看護師       １勤務 ６,０００円 

臨床工学技士    １勤務 ６,０００円 

看護補助職員    １勤務 ４,０００円 

(2)年末年始夜間透析手当 

看護師       １勤務１２,０００円 

臨床工学技士    １勤務１２,０００円 

看護補助職員    １勤務 ８,０００円 

2､ 夜間透析手当には、第２３条の深夜勤務手当を含むものとします。 

3､ 夜間透析勤務のため、朝から勤務する実働５時間００分(８時００分から１４

時００分)の時間外勤務については、第２１条の規定にかかわらず割増率を１０

０分１５０とします。(Ｂ勤手当) 
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第２５条［Ｃ勤手当］ 

Ｃ勤手当は、看護師、技士、看護補助職員がＣ勤をした場合に、次の通り支給し

ます。 

(1)通常Ｃ勤手当 

看護師       １勤務 ５,０００円 

技士        １勤務 ５,０００円 

看護補助職員    １勤務 ３,０００円 

(2)年末年始Ｃ勤手当（特別） 

看護師       １勤務１０,０００円 

技士        １勤務１０,０００円 

看護補助職員    １勤務 ６,０００円 

2､ Ｃ勤手当には、第２３条の深夜勤務手当を含むものとします。 

3､ 夜間透析勤務のため、朝から勤務する実働５時間００分(８時００分から１４

時００分)の時間外勤務については、第２１条の規定にかかわらず割増率を１０

０分１５０とします。（Ｂ勤手当) 

 

第２６条［検査手当］ 

検査手当は、看護師、技士が法人指定の検査を実施できるようになった場合に、

１検査につき月額２,０００円を支給します。 

 

第２７条［日曜手当］ 

日曜手当は、看護師、看護補助職員が透析室の準備のため、日曜日に出勤した場

合に、１勤務につき５,０００円を支給します。 

 

第２８条［プライミング］ 

プライミングは、看護補助職員で透析セッティングの技術を身につけていると

法人が認めた者について、月額５,０００円を支給します。 

 

第２９条［平日自当、土日自当］ 

平日自当は、平日に看護師が自宅で患者から電話を受ける勤務（自宅当直）をし

た場合に、１勤務につき１２,０００円を支給します。 

2､ 土日自当は、土日に看護師が自宅で患者から電話を受ける勤務（自宅当直）

をした場合に、１勤務につき２０,０００円を支給します。 

 

第３０条［皆勤手当］ 

皆勤手当は、事前に明示された当月の勤務表の通りに勤務し１度も勤務変更が

なかった場合で、かつ無遅刻、無欠勤、無早退だった場合に月額２０,０００円

を支給します。 
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第３１条［精勤手当］ 

精勤手当は、事前に明示された当月の勤務表を１度変更した場合で、かつ無遅

刻、無欠勤、無早退だった場合に月額１０,０００円を支給します。 

 

第３２条［管理職手当(所定外賃金)］ 

部長以上の管理職（部長、師長、技師長）にはその責任の重大さを考慮して管理

職手当を支給します。その金額は、その職責並びに労働実態に基づいて理事会

で決定します。また、法人の業績および本人の課題達成度合いを査定した上で

毎年金額を見直し、本人に通知します。 

2､ 管理職手当は時間外手当および休日勤務手当、深夜勤務手当を代替する手当

とします。 

 

第３３条［役職手当］ 

課長以下の役職者にはその責任の重大さを考慮して役職手当を支給します。そ

の金額は、次の通りとします。 

役 職 支給額(月額) 

課 長 ４０,０００円 

主 任 ３０,０００円 

副主任 １５,０００円 

2､ 課長以下の役職者に対する役職手当は、所定内賃金として割増賃金の算定の

基礎給とします。 

 

第３４条［資格手当］ 

法人が認める資格者に対しては、月例の賃金として資格手当を与えることとし、

その資格は別表の通りとします。ただし、その資格を業務上で実際に生かすこ

とができると法人が認めた場合に適用することとします。人事配転などで、そ

の資格を生かすことができなくなった場合などは、対象外となることがありま

す。 

 

第３５条［家族手当］ 

家族手当は扶養家族のある職員に支給します。 

2､ 扶養家族とは、次に掲げる者のうち、主として職員の扶養を受けている、健

康保険の被扶養者で法人が認める者をいいます。 

(1)配偶者 

(2)子（ただし３人目まで、２２歳以上の者は就学中の者とします） 

(3)同居のその他の家族 

3､ 家族手当の月額は次の通りとします。ただし扶養家族が増えても本人からの

申請がなければ支給しません。また、支給事由が消滅した後も受給していた場

合は、法人は過去２年間に遡って返還を命じます。 
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配偶者 １０,０００円 

子 ５,０００円/人（３人まで） 

同居のその他の家族 ５,０００円/人 

母(夫)子家庭 ５,０００円/世帯 

子、扶養者が障害ある場合 ５,０００円/人 

 

第３６条［子供手当］ 

子供手当は、家族手当の支給対象外の職員で、学生である満２２歳までの子を

養育していると法人が認めた場合に支給します。 

2､ 子供手当の月額は１人につき５,０００円（３人まで）とします。 

3､ 子の数が増えても本人からの申請がなければ支給しません。また、支給事由

が消滅した後も受給していた場合は、法人は過去に遡って返還を命じます。 

4､ 子供手当の支給は、職員にその事実が生じた日の属する月の翌月から行い、

支給要件を欠くに至ったときはその日の属する月をもって終わります。 

5､ 子供手当は、令和５年７月１日（７月２５日支給）から開始し、遡って支給は

しません。 

 

第３７条［住宅手当］ 

住宅手当は、次のいずれかの基準に該当した場合に支給します。 

(1)持家…住宅ローン契約者、または住宅ローン夫婦連帯債務者 

月額３０,０００円 

(2)借家…世帯主 

月額家賃の半額（上限３０,０００円） 

2､ 前項(1)の持家該当者に対する支給期間は、次の通りとします。 

(1)入職前から住宅ローンを支払っている場合、入職月から２０年間 

(2)入職後に住宅ローンを開始した場合、開始月から２０年間 

※住宅ローン期間が２０年に満たない場合でも、在職中２０年間支給します。 

 

第３８条［特別危険手当］ 

勤務時間中に、エックス線室に出入りする職員の中で、特に必要だと法人が認

めた者には特別危険手当を支給します。その金額は月額５,０００円とします。 

 

第３９条［通信手当］ 

運転業務に従事する職員の中で、特に必要だと法人が認めた者には通信手当を

支給します。その金額は月額３,０００円とします。 

 

第４０条［待機呼出手当］ 

夜間、休日の緊急の事態に対処するために、法人が認めた自宅待機者に対して、

待機呼出手当を支給します。その金額は月額５,０００円とします。ただし、一

賃金締切期間中、待機当番を１回でも達成できなかったときは支給しません。 
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第４１条［初任給特別調整手当］ 

初任給を調整するために初任給特別調整手当を支給することがあります。賃金

明細では「初任調手当」と表示します。この初任給特別調整手当は基本的に入社

後一定期間に限り支給しますが、もし職場で高い能力を発揮していると法人が

評価をした時は支給を続けます。 

 

第４２条［調整手当／特別手当］ 

前各条に定める諸手当以外に、特別な事由により法人が必要と認めた者につい

ては、その名称、目的、対象者、支給額、支給期間を法人が定めて支給するもの

とします。 

 

第４３条［通勤補助手当］ 

通勤補助手当は、通勤のために常に交通機関を利用する職員に対し支給します。

通勤の経路は法人が認める最も経済的コースで計算します。 

2､ 通勤手段は毎年５月末に法人に書面で報告しなければなりません。 

3､ 支払額等は次によります。 

(1)公共交通機関で、後払いの場合 

ア、通勤手当は、１ヵ月定期相当額を支します。ただし、定期券代の上限

額は月額３０,０００円とし、これを超過する部分は法人が特に認め

た場合に限り支給します。 

イ、１０日以上欠勤（有給休暇を含む。本条において以下同じ）した場合

は、「１日あたりの通勤実費×実出勤日数」を支給します。ただし、

特に事情があり、法人が認めた場合は、１ヵ月定期相当額を全額支

給することがあります。 

ウ、退職月は、「１ヵ月定期相当額×（実出勤日数÷所定出勤日数）」を支

給します。ただし、定年退職および法人都合による解雇等で特に事

情があると法人が認めた場合は、１ヵ月定期相当額を全額支給する

ことがあります。 

(2)マイカー・オートバイ等で、後払いの場合 

ア、マイカーやオートバイにより通勤する時は、法人から事前に許可を

得なければなりません。その場合の通勤補助手当の支給は、次に定

める基準によります。 

【通勤距離が片道２ｋｍ以上の者対しては、非課税限度額を限度に次の

計算式で算出された額】 

１,０００＋（往復距離×１５.０×２２）＝月額の通勤補助手当 

ただし、非課税限度額４,２００円に満たない場合は、４,２００円

を限度で支給します。 

【自転車を利用する者に対しては、次の計算式で算出された額】 

２,０００＋（片道距離×２００）＝月額の通勤補助手当 

イ、マイカーやオートバイにより通勤する時は、自賠責保険および任意
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保険に加入しなければなりません。任意保険の内容は、法人が認め

るものでなければなりません。 

ウ、１０日以上欠勤した場合は、実出勤日数に応じて支給額を決定する

ものとします。 

 

第４４条［手当の不支給］ 

部長以上の管理職（部長、師長、技師長）については、第２１条から第３１条、

第３３条から第４２条までの手当は支給しません。 

 

第４５条［手当の支給、変更、停止］ 

賃金計算期間の途中において、手当の支給または、その額を変更すべき事由が

発生した場合には、その事実の生じた日の属する賃金計算期間の次の賃金計算

期間から当該手当を支給し、またはその額を変更します。 

 

 

第３章 賞  与 
 

 

第４６条［賞与］ 

賞与は法人の業績に応じ、職員の勤務成績に基づいて支給します。 

2､ 賞与の支給月は原則として夏季（６月）、冬季（１２月）とします。 

3､ ただし、法人の業績が悪化した場合は、支給月を変更し、または支給できな

いこともあります。 

 

第４７条［受給資格］ 

賞与は支給日に在籍している者に限り支給します。 

2､ ただし、定年退職者については支給日に在籍していない場合にも在籍期間に

応じて支給する場合があります。 

 

第４８条［賞与の個人配分の方法］ 

賞与の個人配分額は、法人の業績および職員の勤務成績を考慮して決定します。

ただし、本人が近く退職する場合や、円満退社であると法人が認めない場合、金

額が減額されることがあります。 

 

第４９条［支給算定期間］ 

賞与の支給算定期間は次の通りとします。 

夏季賞与   前年１１月 １日～当年 ４月３０日 

冬季賞与   当年 ５月 １日～当年１０月３１日 
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第４章 そ の 他 
 

 

第５０条［附則］ 

本規程は、平成２４年１１月 １日から施行します。 

2､ 本規程は、平成２７年１１月 １日より一部改訂施行します。 

3､ 本規程は、平成２９年 １月 １日より一部訂正施行します。 

4､ 本規程は、平成３０年 ６月 １日より一部改訂施行します。 

5､ 本規程は、令和 ３年 ７月 １日より一部改訂施行します。 

6､ 本規程は、令和 ５年 ４月 １日より一部改訂施行します。 

7､ 本規程は、令和 ５年 ７月 １日より一部改訂施行します。 

8､ 本規程は、令和 ６年 ８月 １日より一部改訂施行します。 

9､ 本規程は、令和 ８年１０月 １日より一部改訂施行します。 


